
会計検査院は，憲法及び会計検査院法に基づ

き，国や国が出資している独立行政法人等，国が

補助金等を交付している都道府県，市町村等の会

計を検査しています。このたび，その成果である

平成２３年度決算検査報告のとりまとめができ，２４

年１１月２日，これを内閣に送付しました。

平成２３年度決算検査報告に掲記された指摘事項

等の総件数は５１３件で，そのうち公共工事の実

施，効果等に関するものは４０件ありました（表を

参照。関係事例の選別・分類は筆者の個人的見解

によります）。

本項では，これら公共工事関係の事例を簡単に

ご紹介させていただきます。

なお，以下，�「不当事項」は，法律，政令若

しくは予算に違反し又は不当と認めた事項，�
「意見表示・処置要求事項」は，会計検査院法第

３４条又は第３６条の規定により，関係大臣等に対し

て会計経理や制度，行政等について意見を表示し

又は処置を要求した事項，�「処置済事項」は，
検査において意見を表示し又は処置を要求すべく

指摘したところ，当局において改善の処置を講じ

た事項，�「検査要請事項」は，国会法第１０５条
の規定による会計検査の要請を受けて検査した事

項について会計検査院法第３０条の３の規定により

国会に報告した検査の結果を意味します。

また，金額は断りのない限り指摘金額であり，

国庫補助事業に係る事案の指摘金額・背景金額は

国庫補助金ベースで示しています。

平成２３年度決算検査報告における公共工事関係の指摘事項件数・金額

省庁・団体 設計 積算 契約等経理 事業効果等 その他 計

国土交通省 ８件 ３件 ２件 ３件 １件 １７件

農林水産省 ６ ― ― ２ ― ８

その他省庁 ２ ― ― １ ― ３

出 資 法 人 ― ５ ３ ― ８

合 計
（指摘金額）
〔背景金額〕

１６
（４０９百万円）
〔５億円〕

８
（５０９百万円）
〔 ― 〕

５
（２，００５百万円）
〔 ― 〕

６
（２６，２６８百万円）
〔２８８８億円〕

１
（２８９百万円）
〔 ― 〕

３６
（２９，４８２百万円）
〔２８９３億円〕

（注）１．「指摘金額」は，不適切な設計や施工により所要の安全度や性能が確保されていない部分に係る工事費，不経
済・非効率な設計・仕様や過大な積算，不適切な契約処置により過大又は割高になっている積算額や契約額，
支払額，利用が低調となっている施設の整備費などである。「背景金額」は，上記の指摘金額を算出できない
ときに，その事態に関する支出額や投資額の全体の額を示すものである。

２． 国庫補助事業の指摘金額・背景金額は国庫補助金ベースで計上している。
３． 国会要請事項（４件）の件数については，表に計上していない。また，国会要請事項には「指摘金額」，「背景

金額」はない。

平成２３年度決算検査報告における
公共工事関係の指摘事例

いわ き としあき

会計検査院事務総長官房 渉外広報室長 岩城 利明
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１ 公共工事の実施，効果等に
関するもの

� 設計に関するもの

これらは，工事の設計が適切でなかったため，

構造物に求められる所要の安全度が確保されてい

ない状態になっていた事態や，工事の目的を達し

ていなかった事態です。これらの事態の多くは，

設計業者の成果品に誤りがあるのに，発注者が看

過したことが原因となっています。

【不当事項】

・灯台巡回道路の改修工事の実施に当たり，落石

防止柵及び有孔管について，落石による衝撃荷

重を考慮していないなどのため，落石防止柵と

支柱とを固定するビスに生ずる引抜力及び有孔

管に作用する圧縮強度がいずれも設計計算上安

全とされる範囲に収まっていなかった（１４６１万

余円）。

・貯水池の築造等工事において，貯水池の内部に

管理用進入道路を設置する設計変更に伴い貯水

池の擁壁背後の盛土を高くしたのに，擁壁の応

力計算の再検討を行わず，当初設計により施工

していたため，縦壁背面側及びかかと版上面側

に配置されている主鉄筋に生ずる引張応力度

は，いずれも応力計算上安全とされる範囲に収

まっていなかった（２０１万余円）。

・防災行政無線の自家発電設備の整備において蓄

電池盤等を固定するアンカーボルトを設計する

際に，設置箇所が２階建ての建築物の２階に該

当するのに，地上１階，地下１階建て建築物の

地上１階であるとして耐震設計計算を行ってい

たため，地震時の機能の維持が確保されていな

い状態になっていた（６４０万余円）。
せき

・河川改修事業の実施に当たり，堰本体及び取付
たた

擁壁を設計する際に，誤って，水叩きなどによ

る受働土圧を考慮していたため，地震時の滑動

に対する安全率が安定計算上安全とされる範囲

に収まっていなかった（８８４４万余円）。

・公営住宅等整備事業の実施に当たり，補強コン

クリートブロック造住宅２棟の建設工事におい

て，床の遮音性能が確保されていなかったり，

給排水管等の維持管理が容易に行えなくなって

いたり，高齢者等への配慮の基準が満たされて

いなかったりしていたため，公営住宅等整備基

準等を満たしていない状態になっていた（３８４７

万余円）。

・カルバート基礎工の配筋図を作成する際，誤っ

て，底版上面側に配置する主鉄筋について設計

計算で安全とされていた間隔の２倍の間隔で配

置することとしたり，カルバート基礎工の底版

上面側に配置する主鉄筋に作用する荷重を過小

に計算したりしていたため，底版上面側の主鉄

筋に生ずる引張応力度が応力計算上安全とされ

る範囲に収まっていなかった（２８４１万余円）。

・木造住宅２棟の建設工事において，柱と基礎コ

ンクリート等とを接合するための金物を選定す

る際，誤って引抜き力に抵抗できない金物を選

定していた（１１１８万余円）。

・緑地内の遊歩道の築造工事において，コンクリ

ート版の上にアスファルト舗装を施工する場

合，ひび割れの対応策を検討することとされて

いるのに，ひび割れの対応策を検討することな

く舗装を施工していたことから，遊歩道の全幅

にわたってひび割れが多数発生していた（１９５

万余円）。

【意見表示・処置要求事項】

国土交通省は，道路防災事業の一環として，国

が行う直轄事業又は地方公共団体が行う国庫補助

事業等により落石防護工を実施している。しか

し，事業主体において，ポケット式落石防護網の

設計に当たり，可能吸収エネルギーの算定方法が

区々となっていて，その算定結果が設計に大きな

影響を与えるほど相違しているにもかかわらず，

改訂後の「道路土工のり面工・斜面安定工指針」

の取扱いについて社団法人日本道路協会に確認等

を行っておらず，また，道路事業者にその取扱い

を周知していない事態が見受けられた（背景金額

５億５２５２万円：平成２１年度から２３年度までに１７事

業主体が実施したポケット式落石防護網の設置に

係る直接工事費）。

� 積算に関するもの

これらは，積算が過大であったため，契約額が

割高になっていた事態であり，工事費に係るもの

と補償費に係るものがあります。
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ア 工事費に関するもの

【意見表示・処置要求事項】

・国土交通省は，浚渫工事の積算に当たり，積算

基準に基づき浚渫船の付属作業船の運転経費と

して，浚渫作業の際に浚渫船のアンカーの設
ようびょう

置，回収等を行う揚錨船の運転経費を計上して

いる。しかし，スパッド式グラブ浚渫船の使用

を指定した浚渫工事の付属作業船については，

引船等を使用していたり，揚錨船を使用してい

ても揚錨作業を行わずスパッド式グラブ浚渫船

の移動補助等に使用していたりしているにもか

かわらず，付属作業船の運転経費に引船より高

価な揚錨船の運転経費を計上することを標準と

していて，施工の実態を積算基準に反映させて

いない事態が見受けられた（１億０２７０万円）。

【処置済事項】

・施工難易度が高い舗装種類以外で標準的に使用

されていて施工実績が多い舗装種類の場合の舗

装補修工事及び維持修繕作業において，試験舗

装を実施しなくても良好に本施工を実施するこ

とができたのに，そのことについての検討が十

分でなかったために，試験舗装に係る費用を計

上して実施していた（３件 １億８７２６万円）。

・営繕工事の設計変更に伴う変更契約の予定価格

の積算において，契約事務担当部門における積

算基準の積算方法に対する認識が十分でなかっ

たこと及び営繕工事の設計変更に伴う変更契約

の予定価格の積算における落札率の取扱いが明

確でなかったことにより，変更に係る概算書の

工事価格に当初契約の落札率を乗ずることなく

積算したため，変更後の予定価格が割高となっ

ていた（２３６０万円）。

・道路構造物の簡易補修工の積算に当たり，簡易

補修工（２tトラック）の直工単価について，

工種の区分にかかわらず全ての種類の補修機器

等が使用されることを前提とした諸雑費率を用

いて算定していて，補修機器等の使用実態に即

したものとなっていなかったため，直接工事費

のうち諸雑費の積算額が過大となっていた

（４８００万円）。

イ 補償費に関するもの

【不当事項】

・建物等の移転に係る補償費の算定に当たり，建

物移転料については，実際の建物の鉄骨の肉厚

区分に応じた耐用年数等から定まる再築補償率

を乗ずるなどして算出すべきところ，実際の建

物の鉄骨の肉厚区分と異なった再築補償率を乗

じていたことなどから，補償費が割高となって

いた（１１９２万余円）。

【処置済事項】

・単独処理浄化槽の移転補償費の算定に当たり，

現在，単独処理浄化槽の製造・販売がされてお

らず，市場における資材単価が不明であること

などから，既設の単独処理浄化槽を高機能かつ

高性能でその資材単価が高額である同一の人槽

の合併処理浄化槽に相当するものとしていたた

め，その移転補償費が割高となっていた（１億

３５９０万円）。

� 契約等経理に関するもの

これらは，工事に係る契約等の経理が法令に違

反するなど不適正な事態となっていたものです。

【不当事項】

・工事請負契約において，別途，詳細設計業務を

コンサルタント業者に委託して既に完了させて

いたのに，当年度の予算上コンサルタント業者

への委託費を確保できなかったとの理由で，翌

年度の予算で当該委託費を支払うこととして，

当該工事の請負人が詳細設計業務を行うことと

する虚偽の変更契約書及び同業務を実施したと

する検査調書を作成するなど不適正な会計経理

を行って，請負人に詳細設計業務を含めた請負

代金を支払っていた（１億８０１８万円）。

・道路建設事業に伴う損失補償等の実施に当た

り，契約条項に違反して土地が形質変更されて

いたのに契約金額の全額を支払ったり，移転対

象物件の残置を容認して補償費を支払ったり，

補償する必要のなかった物件等に係る補償費を

支払ったりするなど不適正な会計経理を繰り返

していたり，補償費の算定が適切でなかったた

め契約額が割高となっていたりしていた（１７億

６４０７万余円）。

・橋りょうの耐震設計等の業務委託契約につい

て，耐震設計等の必要性についての検討が十分
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でなかったことから，既に耐震設計等が実施さ

れている橋りょうを対象に含めて実施したた

め，設計業務費が過大となっていた（６３４万余

円）。

・委託工事費の確定に当たり，工事の対象が受託

者の所有する既存施設の移設であり，資産の帰

属が受託者になるものであることから，当該工

事費は資産の譲渡等の対価に該当せず，消費税

の課税対象外として処理しなければならないの

に，これを課税対象として消費税相当額を加算

していたため，委託工事費の支払が過大となっ

ていた（７５７万余円）。

・道路建設工事の実施に当たり，事務所におい

て，請負人に架空の内容の下請契約を締結さ

せ，不適正な費用の算定を行うなどして変更契

約を締結して，用地買収等の契約相手方が事務

所と協議等をすることなく実施した工事に係る

費用を請負人を通じて同契約相手方に支払うな

どしていた（４７５６万余円）。

� 事業効果等に関するもの

これらは，事業効果の発現が十分でない事態で

あり，事業の実施前又は実施後に行う費用対効果

分析等について効果額の算定が適切に行われてい

ないなどの事態についても取り上げています。

【意見表示・処置要求事項】

・森林整備加速化・林業再生基金事業における費

用対効果分析について

林野庁は，都道府県が行う森林整備加速化・

林業再生基金事業に必要な基金の造成に要する

経費に対して補助金を交付しており，この基金

事業のうち，木造公共施設等整備事業等を実施

する場合には，評価要領に基づき，事業主体に

おいて費用対効果分析を行うこととしている。

しかし，当該費用対効果分析において，交流資

源利用効果等の効果額が適切に算定されていな

かったり，効果額の算定に用いられる係数の算

出根拠が不明となっていて効果額の算定が適切

に行われているか検証が困難となっていたりな

どしている事態が見受けられた（背景金額 ９０

億５７５３万円：費用対効果分析における効果額の

算定が適切でなかった基金事業に係る国庫補助

金相当額）。

・下水道事業における終末処理場の水処理施設の

整備等について

国土交通省は，都道府県，市町村等が実施す

る下水を最終的に処理して公共用水域に放流す

るための終末処理場の整備等の下水道事業に国

庫補助金を交付している。しかし，終末処理場

の水処理施設の整備に当たり，計画１日最大汚

水量の算定が適切でなかったり，水処理施設の

段階的な施工についての検討が十分でなかった

り，稼働状況等の実態を踏まえないまま最初沈

殿池の増設を行っていたり，過去の年間最大汚

水量発生日の流入汚水量の実績の把握方法が適

切でなかったりしている事態が見受けられた

（２５７億２８０７万円）。

・国が実施する港湾整備事業における費用便益分

析について

国土交通省は，港湾整備事業における事業評

価において，費用対効果分析を行っていて，効

果を貨幣換算できる事業について，投資によっ

て整備する施設等がもたらす便益と事業に投入

する費用とを比較する費用便益分析を行ってい

る。しかし，便益の算定に当たり，便益発生の

前提条件の実現可能性についての検討状況に係

る資料が残されておらず，その検討が十分に行

われたのか確認できなかったり，便益を算定す

るための代替港の選定についての検討が十分に

行われたのか確認できなかったり，事後評価に

おいて将来大幅な利用増が見込めるとして便益

を算定し再度の事後評価を不要と判断していた

り，計上する費用の範囲を限定的に捉えていた

りする事態が見受けられた（背景金額 ２２０８億

円：便益の算定方法の検討が十分に行われたか

確認できなかったなどの事業評価に係る平成２３

年度までの評価原案上の事業費）。

・浄化槽の計画的な整備を実施する市町村に対し

て助成を行う浄化槽整備事業の実施に当たり，

使用人員等と比較して浄化槽の規格が過大とな

っていたり，浄化槽の規格と比較して使用人員

が常時超過していたりなどしている事態が見受

けられた（５億４０７２万円）。

【処置済事項】

・更新整備を伴う土地改良事業において，事業採
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択の重要な判断基準の一つとなる費用対効果分

析の実施に当たり，基本指針等に対する理解及

び費用対効果分析の適切な実施に対する認識が

十分でなかったことなどのため，上位施設の一

部が総費用の算定の対象に含まれていなかった

り，維持管理費節減効果及び営農経費節減効果

が適切に算定されていなかったりしていて，補

助事業の事業採択過程の客観性が確保されてい

なかった（背景金額 ３６１億２４９９万円：費用対

効果分析において総費用又は総便益の算定が適

切に実施されていなかった地区に係る国庫補助

金額）。

【国会要請事項】

・大規模な治水事業（ダム，放水路・導水路等）

について

大規模な治水事業（ダム，放水路・導水路

等）に関して，�事業の目的，必要性等につい
ての検討の状況，�事業の実施状況，�事業費
の推移及び事業計画の変更等に伴う見直し等の

状況，�事業再評価時における投資効果等の検
討の状況について検査したところ，国土交通省

及び独立行政法人水資源機構の事業主体におい

て，�事業計画の内容に変更が生ずるなどして
いるが，事業計画本体や事業計画等の策定時等

の関係資料を保有していないとしているため，

必要とされる計画規模等について明確にできな

い事態，�高規格堤防の整備延長及び整備率に
ついて，要整備区間においては計５０，６３０m，

５．８％としていたが，高規格堤防に必要な高さ

及び幅を満たした堤防の断面形状が完成してい

る延長について会計検査院が改めて集計する

と，計９，４６３m，１．１％となった事態，�計画事
業費や事業期間が当初の見込みより増額された

り，延長されたりしているが，事業計画の変更

理由等については，関係資料を保有していない

などとしているため，その詳細な要因等につい

て明確にできない事態，�事業再評価等が実施
された年代が古いものについては，費用等の算

定根拠等の関係資料を保有していないとしてい

るため，算定過程等の妥当性を明確にできない

事態等が見受けられた。

� そ の 他

上記�から�までの類型に当てはまらない事態
として，事業が法令に則って適正に行われていな

いと認められた事態がありました。

【不当事項】

・浚渫工事で発生した汚泥の埋立処分を行う産業

廃棄物処理施設の構造が産業廃棄物処理法に定

める基準を満たしておらず，同工事における埋

立処分が適正とは認められないもの（２億８９４５

万余円）。

東日本大震災からの復旧・復興
に向けた施策及び国民生活の安
全性の確保に関するもの

平成２３年３月に発生した東日本大震災により，

東北地方を中心に甚大な被害が生じたことから，

被災地域の復旧・復興が我が国の喫緊の課題とな

っています。また，国民生活の安全性の確保につ

いて国民の関心が一層高まっています。今回の検

査報告では，これらに関して行った検査の結果等

が掲記されています。

【意見表示・処置要求事項】

・空港施設，航空路施設及び航空路管制施設の耐

震対策等について

国土交通省は，国際航空輸送網又は国内航空

輸送網の拠点となる空港の管理等を実施してお

り，特に航空輸送上重要な空港については，耐

震性の向上を図るなどの対策を早期に講ずるこ

ととしている。しかし，空港施設等において，

耐震のための対策又は改修が必要と判定してい

たのに実施していなかったり，耐震診断等を実

施していなかったり，地震災害時に必要となる

ソフト面における対策を十分に実施していなか

ったりしている事態が見受けられた（背景金額

２２８億２３３５万円：液状化調査等又は耐震診断を

実施して，耐震のための対策又は改修が必要と

判定していたのに，それらを実施していなかっ

たり，液状化調査等又は耐震診断を実施してい

なかったりしている土木施設及び建築施設の平

成２３年度末現在の国有財産台帳価格の計）。

【国会要請事項】

・公共土木施設等における地震・津波対策の実施
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状況等について

公共土木施設等における地震・津波対策の実

施状況等に関して，�地震・津波に対する耐震
基準等の改定状況，�地震・津波対策に係る整
備，補強等の進捗状況，�東日本大震災に伴う
被災等の状況について検査したところ，以下の

ような状況となっていた。

�河川，海岸，道路整備，港湾整備，下水
道，公園，漁港整備，農業農村整備，集落排水

各事業においては，東日本大震災を踏まえて，

耐震基準等が見直され，設計に用いる地震動や

耐震設計の対象の見直し，津波の影響に対する

設計方法の導入等が行われていた。

�主として災害予防対策に資するための施設
に係る事業である河川，海岸，砂防，下水道，

治山，農業農村整備，集落排水各事業におい

て，ライフライン機能等の安全性を損なうよう

な事態や，主として災害に対する応急復旧活動

に資するための施設に係る事業である道路整

備，港湾整備，公園，漁港整備各事業におい

て，災害発生直後から必要な救助，救急活動等

に支障が生ずるおそれのある事態が見受けられ

た。

�被災事例の中には，耐震点検の結果，耐震
対策工事を実施した公共土木施設等について被

害が軽減されていた事例や，耐震対策工事が必

要と診断されていたにもかかわらず，耐震対策

工事を実施していなかった公共土木施設等につ

いて被災していた事例等が見受けられた。

・公共建築物における耐震化対策等について

公共建築物（官庁施設，教育施設，医療施設

等）における耐震化対策等に関して，�耐震診
断の状況，�耐震改修の状況，�東日本大震災
に伴う被災等の状況について検査したところ，

以下のような状況となっていた。

�建築非構造部材及び建築設備の診断率は，
官庁施設，教育施設，医療施設等のいずれの施

設においても構造体の診断率よりも低く，特に

医療施設の診断率が低くなっていた。

�いずれの施設においても，建築非構造部材
等よりも構造体の耐震化が図られているが，構

造体，建築非構造部材及び建築設備の全てを対

象とした耐震化率は，官庁施設の特定建築物規

模相当（階数が３以上かつ延床面積１，０００m２以

上等）の建築物で約６割にとどまるなどしてい

た。さらに，ソフト面からの地震減災対策とし

て位置付けられている業務継続計画が策定され

ていないなどの事態が見受けられた。

�被災等の状況については，構造体の耐震安
全性の評価が低い建築物及び耐震診断未実施の

建築物が多数を占める状況となっているなどし

ていた。

・東日本大震災からの復興等に対する事業の実施

状況等について

東日本大震災からの復興等に対する事業の実

施状況等に関して，�東日本大震災に伴う被災
等の状況，�復興等の各種施策及び支援事業の
実施状況について検査したところ，以下のよう

な状況となっていた。

東北３県を中心とした甚大な被害や震災直後

の国の復旧・復興への取組等の状況が確認され

た。そして，平成２３年度の東日本大震災の復

旧・復興に係る予備費及び１次補正から３次補

正までの予算について，経費項目別の執行状況

をみると，一般会計における執行率が計６０．６％

である一方，一般会計から特別会計への繰入れ

を反映した執行率は計５４．２％となっていた。ま

た，復興特別区域制度における各種計画の策定

や特例の認定状況についてみると，沿岸部と内

陸部等の被災市町村の実情等により違いが見受

けられた。さらに，復旧・復興事業の市町村事

業執行率も，被害状況による地域性等，大きな

差が見受けられ，一部の市町村は人的支援等を

要望している。

以上にご紹介した事例を含め，会計検査院の指

摘事項等について，詳しくは検査報告をご覧いた

だきたいと思います（会計検査院ホームページに

全文を掲載しています）。

最後になりましたが，受検庁その他の関係者の

皆様には，これらの事例を参考にしていただき，

適正かつ効率的・効果的な事業の実施に努めてい

ただくようお願いいたします。
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